裁　　決　　書

日本国とアメリカ合衆国との問の相互協力及び安全保障条約第六条に

基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する

協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法に基づく使用裁

決申請事件

（嘉手納飛行場2）

平成15年（権）第1号

平成15年（明）第1号

起　業　者　　　那覇市前島3丁目25番1号

　　　　　　　　　那覇防衛施設局長　西　正典

土地所有者及び関係人　　　別表第1記載のとおり

　平成15年1月28日付け施那第250号及び同第251号で起業者から使用の権利取得裁決申請及び明渡裁決申立てのあった土地について、次のとおり裁決する。

　なお、この裁決に不服がある場合は、裁決書の正本の送達を受けた日の翌日から起算して30日以内に内閣総理大臣に対し審査請求をすることができる。ただし、損失の補償についての不服をこの裁決についての不服の理由とすることはできない。

主　文

1　使用し、明け渡すべき土地の区域

　別表第2記載のとおり

2　土地の使用方法

　　日本国に駐留するアメリカ合衆国軍隊が使用する嘉手納飛行場に係る飛行場地区の着陸帯敷地並びに住宅地区の家族住宅敷地、駐車場敷地、場内管理道路敷地及び浄水池敷地として使用する。

3　土地の使用期間

　権利取得の時期から平成22年12月31日まで

4　損失補償

　別表第3記載のとおり

5　権利取得の時期

　平成18年1月1日

6　明渡しの期限

　平成18年1月1日

7　鑑定料

　鑑定人に対する鑑定料は、起業者の負担とする。

事　実

第1　起業者申立ての要旨

　1　申請理由

　　　日米安全保障体制は、我が国を含むアジア・太平洋地域の平和と安定を確保するために必要不可欠な枠組みとして機能しており、また、我が国への駐留軍（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に基づき日本国に駐留するアメリカ合衆国の軍隊をいう。以下同じ。）の駐留は、我が国の安全並びに極東における平和及び安全の維持に今後とも寄与するものである。

　　　日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約（昭和35年条約第6号。以下「日米安全保障条約」という。）の目的達成のため、駐留軍の存在は日米安全保障体制の中核をなすものであり、活動の基盤となる施設及び区域を円滑かつ安定的に提供することは、日米安全保障条約上の義務である。

　　　駐留軍に施設及び区域として提供する必要がある民公有地については、土地所有者との合意により使用権原を取得することが基本と考え、土地所有者の方々との合意に努めているが、合意を得られない場合は、日米安全保障条約上の義務を履行するため、やむを得ず、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法（昭和27年法律第140号。以下「駐留軍用地特措法」という。）に基づき使用権原を取得している。

　　　平成15年9月2日に沖縄県収用委員会の裁決による使用期間が満了（現在は、駐留軍用地特措法第15条第1項の規定に基づき損失の補償のための担保を提供して暫定使用中である。）した嘉手納飛行場の一部の土地については、土地所有者との合意が得られるよう努めたところであるが、合意を得ることができなかったことから、平成14年8月28日に駐留軍用地特措法に定める使用権原取得の手続を開始し、平成15年1月28日、沖縄県収用委員会に使用の裁決の申請を行ったものである。

　　　なお、いわゆる一坪共有地の所有者、すなわち、一坪反戦地主会に所属する方々等のいわゆる一坪共有地主に対しては、その所属する会の設立目的や活動内容等から、客観的にみて当該所有者との合意による使用はその実現性がないものと判断し、賃貸借契約についての話合いはしていない。

2　裁決の申請までの手続の経緯

（1）使用の認定

　　　　起業者は、本件裁決申請対象土地（以下「本件土地」という。）の平成15年9月3日以降の使用について、土地所有者との合意が得られなかったことから、平成14年8月28日、駐留軍用地特措法第4条に規定に基づき、土地所有者及び関係人に対し意見照会を行った上、平成14年9月25日、防衛施設庁長官及び防衛庁長官を通じ、内閣総理大臣に本件土地の使用認定申請書を提　　出した。

　　　　内閣総理大臣は、平成14年11月8日に駐留軍用地特措法第5条による使用の認定（以下「本件使用認定」という。）を行い、同法第7粂第1項の規定による通知及び告示を行った。

（2）周知措置等

　　　　起業者は、本件使用認定を受け、平成14年11月11日、土地所有者及び関係人に対し、使用の認定があったこと並びに使用しようとする土地の所在、種類及び数量を通知するとともに、駐留軍用地特措法第14条の規定により適用される土地収用法（昭和26年法律第219号。以下、駐留軍用地特措法第14条の規定により適用される土地収用法について、単に「土地収用法」という。）　第28条の2の規定に基づき、補償等について周知した。

　　　　また、同月22日、駐留軍用地特措法第7粂第2項の規定に基づき、使用しようとする土地の所在、種類及び数量を官報で告示するとともに、土地等の調書及び図面を本件土地の所在する市町村内の公民館等において縦覧した。

　　　　なお、当該告示及び縦覧がなされていることについては、沖縄タイムス及び琉球新報にも掲載し周知した。

（3）土地調書及び物件調書の作成

　　　　平成14年11月18日、起業者は、土地調書及び物件調書を作成するため、土地所有者に対し立会い及び署名押印を求めたが、これに応じない者がいた。

　　　　また、土地所有者に対し立会い及び署名押印を求める文書を送付した後、土地所有者7名についての死亡が判明したことから、これら土地所有者7名の戸籍謄本等を調査した結果、32名の法定相続人が判明した。起業者は、同年12月2日、これら法定相続人に対し立会い及び署名押印を求めたが、当該相続人は立会い及び署名押印を行わなかった。

　　　　このため起業者は、平成15年1月6日、土地収用法第36条第4項の規定に基づき、内閣総理大臣に立会い及び署名押印することを求めた。

　　　　内閣総理大臣は、同月9日に立会い及び署名押印する者を指名し、同月16日、指名された者が土地調書及び物件調書に署名押印して、これらの調書が完成した。

　　　　なお、土地調書に添付した実測平面図は、平成13年6月に測量専門業者に発注し、いわゆる地籍調査作業により現地において調査測量した成果に基づき、同年9月に作成したものである。

3　使用の必要性

　　　日米安全保障体制は、我が国を含むアジア・太平洋地域の平和と安定を確保するために不可欠な枠組みとして機能しており、また、我が国への駐留軍の駐留は我が国の安全並びに極東における平和及び安全の維持に今後とも寄与するものである。

　　　したがって、日米両国政府とも日米安全保障条約を終了させることは全く考えておらず、駐留軍の駐留は今後相当長期間にわたると考えられる。

　　　本件土地のある嘉手納飛行場は、第18航空団管理の下、第18施設技術群、第603軍事空輸支援中隊、在沖米海軍艦隊活動司令部等が使用する施設である。そして本件土地は、同施設全体と有機的に一体として機能しており、その状態は平成15年9月3日以降も何ら変わるものではない。このため、土地所有者への返達が可能となるまでの間、引き続き円滑かつ安定的に使用する必要がある。

4　土地の特定

（1）地籍が認証されていない土地について

　　　　本件土地のうち、沖縄市字森根伊森原272番並びに同市字森根石根原359番、同361番2、同362番及び同385番並びに中頭郡嘉手納町字東野理原350番、同351番及び同381番の土地については、沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化等に関する特別措置法（昭和52年法律第40号。以下「位置境界明確化法」という。）に基づく位置境界明確化手続により、現地に即して特定できる状態になっている。

　　　具体的には、位置境界明確化作業を通じ、

　　ア　当該土地を含む字等の区域とこれに隣接している字等との区域との境界は、確定していること

　　イ　当該土地を含む字等の区域内で、当該土地とその隣接地との境界を除き、すべての土地の境界は、関係土地所有者において確認済みであること

　　ウ　当該土地と隣接地との境界について、隣接土地所有者は全員、位置境界明確化法所定の手続により確認済みであること

　　エ　当該土地の所有者は、隣接所有者と当該土地の境界について争っていないことから、当該土地を現地に即して特定できる状態にあることは明らかである。

　　　　なお、平成12年11月17日の建設大臣（当時）の裁決においても、当該土地について特定は可能であるとされている。

（2）前記（1）以外の土地について

　　　本件土地のうち、前記（1）以外の土地については、位置境界明確化法に基く位置境界明確化手続を完了しており、現地に即して特定できる状態になっている。

5　使用しようとする土地及び明渡しを求める土地の区域並びに土地所有者及び関係人の氏名

　　別表第4記載のとおり

6　土地の使用方法及び使用期間

（1）使用方法

　　　　駐留軍が使用する嘉手納飛行場に係る飛行場地区の着陸帯敷地並びに住宅地区の家族住宅敷地、駐車場敷地、場内管理道路敷地及び浄水池敷地として使用する。

（2）使用期間

　　　平成15年9月3日から10年間

7　損失補償の見積額

　　　本件土地の損失補償金は、土地収用法第71条の規定に基づき、使用しようとするそれぞれの土地の面積に地代単価を乗じて算出した金額に、複利年金原価率7．7217を乗じて算出した。

　　　なお、地代単価は使用認定時（平成14年5月10日）における正常賃料の鑑定評価額とし、複利年金原価率は使用期間（10年間）に係る年利率を5パーセントとして算出した。（内訳は別表第5記載のとおり）

8　権利取得の時期及び明渡しの期限

　　　平成15年9月3日

第2　土地所有者申立ての要旨

1　使用認定の違法・無効について

　（1）収用委員会の審理権限について

　　　収用委員会は、使用認定に重大かつ明白な堀庇がある場合には、使用認定の拘束力を否定することができるのであり、少なくともこのような瑕疵があるか否かについて審査権を有している。そして、本件使用認定は、次に述べるとおり憲法に達反し、かつ、駐留軍用地特措法にも違反する重大かつ明白な瑕疵が存する。

（2）本件使用認定の憲法違反について

　ア　駐留軍の駐留は、憲法第9条の禁止する陸海空軍その他の戦力の保持に当たる。したがって、駐留軍の駐留を許した日米安全保障条約及び日米地位協定は憲法に達反し、その実施を目的とする駐留軍用地特措法も憲法に違反するのであるから、これらに基づいてなされた本件使用認定は、憲法前文及び第9条に達反し無効である。

　　イ　憲法第29条は、土地所有権等の不可侵性を保障し、正当な補償の下に、公共のために用いる場合にのみ、その権利の制限を許している。駐留軍のために土地等の財産を強制使用することは、「公共のために用いる」場合に当たらない。したがって、駐留軍の用に土地を提供することを目的とする本件使用認定は、憲法第29条第1項及び第3項に達反し無効である。

　　ウ　駐留軍用地特措法は、地権者に事前の告知・聴聞等の機会を与えることなく、内閣総理大臣の使用認定、防衛施設局長の裁決申請及び担保提供等の一方的行為によって強制使用を認める一方、その適法性を争う手段を欠くなど、権利保護の手続が不十分である。したがって、適正手続を欠いた状態でなされた本件使用認定は、憲法第31条に達反し無効である。

（3）本件使用認定の駐留軍用地特措法違反について

　ア　駐留軍用地特措法第3条による使用認定には、第1に「駐留軍の用に供するため土地等を必要とする」との要件と、第2に「土地等を駐留軍の用に供することが、適正且つ合理的であるとき」との要件が必要とされている。したがって、ここでいう「適正且つ合理的」という要件が、単なる「基地の必要性」「日米安全保障条約に基づく基地提供義務」と同義でないことは明らかである。

　　　本件使用認定は、日米安全保障条約上「基地の必要性」があり「基地提供義務」があるから、即「適正且つ合理的」の要件が備わっているとの立場でなされたものであるが、これは前述のとおり憲法第29粂及び第31条に違反するのみならず、駐留軍用地特措法第3条による「適正且つ合理的」の要件をも欠く違法なものである。

　イ　駐留軍は、現にイラクやアフガニスタン等の中東地域にも派遣されており、このことが日米安全保障条約第6条の‘駐留目的を逸脱することは明らかである。

　　　かかる目的のために本件土地を強制使用することが、駐留軍用地特措法第3条の「必要性」及び「適正且つ合理的」の認定要件を欠くことは明らかである。

２　本件裁決申請の違法について

（1）違法状態のままでの裁決申請について

　　　　本件土地は、米軍統治下において武力等によって接収され、沖縄県が日本に復帰した後は、違憲である沖縄における公用地等の暫定使用に関する法律（昭和46年法律第132号）及び位置境界明確化法により、国が米軍に対して授供している違法な使用状態の土地である。

　　　　本件裁決申請は、かかる遵法状態を合法化しようとするものであり、違法状態を解消し、所有者に土地を返すことなく、永年にわたる違法状態を前提として新たな使用権原の取得を図ろうとする、違法状態を承継する違法な裁決申請である。

（2）土地調書等の頼庇について

　　　　本件裁決申請に係る土地調書及び物件調書並びにこれらの調書添付の各図面（以下「土地調書等」という。）は、本件裁決申請に係る使用認定の告示前に作成されたものであり、使用認定の告示後における土地調書等の作成を義務づけた土地収用法第36条及び第37条の規定に違反する遵法な調書及び図面である。

　　　　また、土地調書等は、土地所有者の現地立会いを行わずに作成されたものであり、この点においても違法である。

（3）任意交渉について

　　　　駐留軍用地特措法は、土地収用法の規定を準用する立場で制定された法律であり、土地収用法は、土地の収用にあたって土地所有者との交渉を義務づけていると解される。このため、駐留軍用地特措法を適用するにあたっても、土地所有者と任意交渉をすることは、起業者における当然の義務である。

　　　　しかるに起業者は、いわゆる一坪反戦地主であることのみを理由に、事前の交渉もなく一方的に強制使用手続を行っているが、一坪反戦地主会は様々な思想を持った者の集まりであり、運動方針等に強制力はなく、その行動はすべて会員の自由意思に任されているから、起業者の主張には根拠がない。

　　　　よって本件裁決申請が土地収用法に違反することは明らかであるから、直ちに却下されるべきである。

（4）本件土地の特定について

　　　　本件土地のうち前記第1の4（1）の土地は、そもそも法的に位置境界が確定していないいわゆる地籍不明地であり、駐留軍用地特措法・土地収用法に基づく強制使用の対象とすることはできない。

　　　　また、位置境界明確化法による位置境界明確化作業は、関係地主全点の同意（協議の成立）を絶対条件とするものであり、この合意がない以上、土地の位置境界等の確定はあり得ない。

　　　　確かに、土地調書に添付された実測平面図によって対象土地の位置、面積、形状を指定することは可能であるが、この平面図は、起業者が一方的に作成したものであって、これによって指定された土地が土地所有者の所有する土地であるとする証拠は何もない。

　　　　実測平面図で起業者が特定したとする土地の位置境界面積は、あくまでも、位置境界明確化法第5条による地図（位置境界明確化作業の実施機関の長が作成したが、未だ関係地主全員の同意を得ていない地図）でもって指定された位置境界面積と同一のものであるというのに過ぎない。当該地図は、あくまでも一つの案でしかなく、本来あるべき各筆の位置境界とは全く異なるものである。

　　　　なお、位置境界明確化作業の中で新規登録地が発生しているが、これらは便宜的に本件土地に隣接して配置されたものであり、その場所に真に存在していたかどうかは極めて疑わしいものである。

　　　　以上のことから、前記第1の4（1）の土地の存する小字内の土地は、すべての位置境界が確定されておらず、従って前記第1の4（1）の土地は特定されているとは言えないのであるから、本件裁決申請は却下されるべきである。

3　使用期間及び損失補償について

　　　仮に本件土地について強制使用裁決がなされる場合、その使用期間は、暫定使用期間を含め、5年未満に限られるべきである。使用期間が5年を超える場合は、一括払い方式で支払われるすべての補償金収入が1年分の所得として計上され、土地所有者に多大な所得税が課税される。

　　　したがって、仮に5年を超えて使用裁決がなされる場合には、この課税増加分も損失に含めて裁決すべきである。

　　　なお、中間利息の控除は現在の銀行利率を考慮して最小限とすべきであり、補償金額については起業者見積額の1．5倍とすべきである。

理　由

第1　使用認定の違法・無効について

　　土地所有者は、前記事実第2の1（1）（2）（3）のとおり、使用認定の違法・無効を主張するので、これについて判断する。

　　一般に、行政機関が行政処分を行うに当たって、法律に明文の規定がない限り他の行政機関の行った行政処分の適否を実体的に審査することは許されない。駐留軍用地特措法及び土地収用法は、特に使用認定の適法性審査権限を収用委員会に付与する旨の明文の規定はなく、使用認定に重大かつ明白な瑕疵があって、当該使用認定が明らかに無効と認められる場合を除き、収用委員会には内閣総理大臣の行った使用認定自体の適否について審査する権限は存しないものである。

　　次に、土地所有者は本件使用認定に係る憲法違反等も主張するが、憲法第81条の趣旨からすれば、違憲審査の主体は最高裁判所を頂点とする司法機関に独占的に委ねられており、行政機関である収用委員会に違憲審査権はないものである。

　　本件使用認定をみるに、使用認定には公益性・合理性の存在が推定されるところ、駐留軍用地特措法の要件に反する重大かつ明白な瑕疵が存すると認めることはできず、本件使用認定が明らかに無効と認められる瑕疵はないものである。

第2　本件裁決申請の違法について

1　違法状態のままでの裁決申請について

　　土地所有者は、前記事実第2の2（1）のとおり、本件裁決申請が違法状態を承継する遵法な裁決申請（いわゆるクリーンハンドの原則違反）である旨主張するので、これについて判断する。

　　収用委員会は、現に申請されている本件裁決申請を駐留軍用地特措法及び土地収用法に照らして判断するのであって、違憲審査権もないことは前述したとおりであり、土地所有者の主張は失当である。

　2　土地調書等の暇庇について

　　土地所有者は、前記事実第2の2（2）のとおり、土地調書等に違法がある旨主張するので、これについて判断する。

　　まず、土地調書等の作成時期に係る違法の主張についてであるが、土地調書等は、土地収用法第36条第2項から第5項までの手続の履践によって完成するのであるから、土地調書等の素案が使用認定の告示前に用意されても、署名押印等が使用認定の告示後であれば、土地収用法第36条の規定上、当該調書は有効と解されるべきところ、本件土地調書等の署名押印が使用認定の告示後に行われていることは明らかで、この点の瑕疵はない。

　　次に、現地立会いがないことに係る違法の主張についてであるが、土地収用法第36粂第2項の「立ち会わせた上」とは、土地調書等の作成の全過程に立ち会わせることをいうのではなく、起業者が作成した土地調書等を直接土地所有者に示し、併せてこれの署名押印等調査作業段階の手続に立ち会わせることをいうと解されるところ、本件土地調書等の作成過程において、起業者は土地所有者に対し立会い及び署名押印を求め、手続に立ち会わせようとしたことが認められるから、この点もまた手続に瑕疵がないというべきである。

　　そして、土地所有者が立会い及び署名押印に応じなかったときは、起業者は土地収用法第36条第4項により、内閣総理大臣に立会い及び署名押印を求め内閣総理大臣が指名した者が立会い及び署名押印しなければ土地調書等は完成しないのであるところ、本件土地調書等についてはこれらの手続の瑕疵も認められない。

　　以上により、本件土地調書等に瑕疵はなく、適法に作成されたことが認められるものである。3　任意交渉について

　　土地所有者は、前記事実第2の2（3）のとおり、起業者がいわゆる一坪共有地の所有者に対し、一切の任意交渉を行わず強制使用手続を行っていることは、土地収用法に違反するから、本件裁決申請は却下されるべき旨主張するので、これについて判断する。

　　この点、土地収用法において法定協議制度が廃止された経緯等から、一切の任意交渉をすることなく裁決申請を可能とする見解もありうる。

　　しかし、土地収用法による収用又は使用は、権利者の意思に反して行われるものであることからすれば、任意交渉は裁決申請の要件と解するのが相当であり、任意交渉を行わない場合は却下事由に該当する。ただし、土地所有者等の言動その他め事情からみて任意取得が不可能であることが客観的に明らかな場合にはこの限りではない（当収用委員会平成14年1月22日裁決）。

　　本件のいわゆる一坪共有地の所有者は、基地提供に反対して共有持分等を取得しているところ、共有持分取得に至る経緯、及び共有地の土地所有形態に照らしたときは、客観的にみて当該所有者との合意による土地使用は不可能な状況にあると認められ、起業者が当該所有者と任意交渉をしなかったからといって、直ちに本件裁決申請を違法とする猥庇があるとはいえない。

　　なお、土地収用法においては任意交渉を行うことが原則であることからすれば、一坪共有地の所有者（相続人含む）については、任意交渉を行うことが望ましいことはいうまでもない。

4　地籍未認証地について

　　土地所有者は、前記事実第2の2（4）のとおり、本件土地のうち位置境界明確化法の位置境界明確化手続が完了していない土地（以下「地籍未認証地」という。）は、土地の位置境界が確定しておらず特定されていないから、本件裁決申請は却下されるべき旨主張するので、これについて判断する。

　　この地籍未認証地についての主張は、収用又は使用対象土地として特定しているか否か（土地収用法第48条第1項第1号の「土地の区域」の特定として十分なものか）、収用又は使用対象土地として特定しているとした場合、土地所有者についても特定しているか（土地収用法第48粂第4項ただし書きの不明裁決となるか）という2点に分けて検討する。

　　まず、収用又は使用対象土地として特定しているか否かについては、土地収用法第48粂第1項第1号が収用又は使用する「土地の区域」を特定する方法を制限していないこと、土地収用法が不明裁決の制度を設けていること（境界争い等により境界不明確の場合でも、対象土地の特定に欠けるということはなく不明裁決が可能である）、一筆の土地の一部を収用又は使用する場合は図面により「土地の区域」を特定することが可能とされていること等からすると、当収用委員会は、地籍未認証地であることにより土地の位置境界が不明の場合でも実測平面図等により現地に即して特定できれば、収用又は使用対象土地として特定していると認める。

　　次に、土地所有者について特定しているかについては、地籍未認証地は土地の位置境界が未確定であり、所有者不明として不明裁決もありうるが、当収用委員会は、本件と同種事案についての平成12年11月17日の建設大臣の取消裁決を尊重して、補償金を受額する者は確定していると認める。

　この建設大臣の取消裁決の理由は、　　　　　　　　　　′

（1）本件認定の申請書に添付された土地等の調書に添付された実測平面図（以下「本件実測平面図」という。）と同じ内容のものを法第40粂第1項第2号の書類の一部として添付していることが認められ、これにより、本件認定により駐留軍用地特措法第3条の要件を満たすものと判断された土地の区域の全部を使用しようとしていることが明らかにされているものと認められる。

（2）本件実測平面図の示す土地の区域は、本件土地が含まれる各字等の区域内において、本件土地とその隣接土地との境界を除きすべての土地の境界は関係土地所有者において確認済みであること、本件土地とその隣接土地の境界について隣接土地所有者は全員確認済みであること、本件申請において土地所有者とされている者（以下「本件土地所有者」という。）も本件土地の位置境界を争っているわけではないから、本件土地は、現地に即して特定されており、これをもって権利取得裁決の裁決すべき事項を定めた法第48条第1項第1号にいう「土地の区域」の特定としても十分なものと認められる。

（3）　本件土地が含まれる字等の区域自体の位置境界は確認済みであること、当該区域に関しては、本件土地に隣接する土地の所有者は、すべて、本件土地との境界について確認済みであって、本件土地に関して所有権を主張していないこと、他方、本件土地所有者は、過去の使用の裁決において、本件土地と同一の位置及び範囲の土地について補償金を受額してきたことが認められる。これらの事情を総合すると、位置境界明確化法による位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化のための措置が未了であるとしても、本件土地は、本件土地所有者の所有に属するものと認められるから、補償金を受嶺する者も確定しているというべきである。というものである。

第3　損失補償について

　　土地所有者は、前記事実第2の3のとおり、「本件裁決申請対象土地の補償金について、使用

期間（暫定使用期間含む）が5年を超える場合は、一括払い方式で支払われるすべての補償金収

入が1年分の所得として計上されるため、この課税増加分も損失に含めて裁決すべきである」、「中

間利息の控除は現在の銀行利率を考慮して最小限とすべきであり、補償金額については起業者見

積額の1．5倍とすべきである」旨主張するので、これについて判断する。

　　本件土地の使用に対する損失補償の算定方法は、土地収用法第72桑によって読み替える同法

第71条に規定するとおりである。すなわち、使用に係る土地の「補償金の額は、その土地及び

近傍類地の地代及び借賃を考慮して算定した事業の認定の告示の時における相当な価格に、権利

取得裁決の時までの物価の変動に応ずる修正率を乗じて得た額とする。」とされているから、土地

所有者が主張するように、使用期間の長短を補償金の算定において考慮することはできない。

　　本件土地の使用に対する損失補償について当収用委員会は、土地収用法第65条による鑑定をさせたうえ、当該鑑定人の評価額と起業者の損失補償見積額とを比較検討した。その結果、価

格形成上の諸要因をより合理的に考慮し算定しているのは鑑定人の評価額であると認めてこれに

因り（起業者見積額が当該評価額を上回るときは、土地収用法第48条第3項に基づき起業者見

積額による）、これに面積及び使用期間を乗じた額を、土地収用法第72条の規定によって読み替

える同法第71条の「相当な価格」と認定したうえで、当該額に修正率を乗じて得た額をもって、

本件土地の使用に対する損失補償額として相当と判断する。ただし、修正率が1未満の数値であ

るために、修正率を乗じて得た額が起業者見積額を下回る場合は、土地収用法第48条第3項の

規定により、修正率は考慮しないものとする。

　　中間利息の控除率については、従前の使用裁決における控除率、近時の公定歩合、銀行預金利

率、土地その他の金融資産の利回り、現在から近い将来にかけての経済情勢の客観的情勢等を総

合勘案し、年1パーセントを相当と判断する。

　　また、本件土地の暫定使用に対する損失補償については、駐留軍用地特措法第16条による暫

定使用の時期の価格を、本件土地の使用に対する損失補償に係る前記算定方法と同様に算定した。

　　なお、土地に関する抵当権者に対する補償については、個別に見積もることが困難であること

から土地所有者に対する補償に含めるものとし、物件所有者に対する補償については起業者と別

途協議済みであることから補償を要しないものと判断する。

　（損失補償額算定の詳細は、別表第3記載のとおり。）

第4　使用期間について

　　本件土地の使用期間について、起業者が前記事実第1の3及び6（2）のとおり引き続き円滑か

つ安定的な使用の必要があるとして10年間の使用を申し立てているのに対し、土地所有者は前

記事実第2の3のとおり暫定使用期間を含めて5年未満に限られるべきである旨主張するので、

これについて判断する。

　　本件土地の使用期間については、起業者の前記申立てと土地所有者が受ける不利益の程度とを

比較して判断する必要がある。

　　本件土地の使用に対する損失補償については、前記第3でも述べたように、使用認定の告示の

時における価格に固定され、かつ、土地収用法第95粂第1項により、権利取得の時期までに一

括して支払わなければならないこととされている。すなわち、使用期間中は土地価格の改定がな

されることはなく、使用期間に応じた支払いも認められていない。

　　日米地位協定第2粂第3項、駐留軍用地特措法第8条、土地収用法第105条の規定から明らか

なように、裁決に基づく使用期間が満了する前であっても、使用土地が返遺される場合のあるこ

とが法的に予定されている。この場合において、土地所有者が既に受嶺した未使用期間分の補償

金については、明文の規定はないものの、一般には起業者に返還しなければならないものと考え

られる。

　　使用認定時に固定されかつ、使用期間に応じた支払いも認められていないうえ、返還義務の生

じる可能性もある本件損失補償金と、契約によって1年ごとに改定及び支払いのある近傍類地の

賃料とを比較衡量した場合、前者がより不安定　ないしは不確実な状態であることが認められる。

　　このような事情に加えて、予測の困難な現在の経済情勢、その他諸般の事情をも考慮すると、

不相当に長期にわたる使用期間を認めることは、憲法第29粂第3項及び土地収用法の趣旨に照

らして妥当でない。

　　よって、本件土地の使用期間について当収用委員会は主文のとおり判断する。

第5　使用し、明け渡すべき土地の区域及び土地の使用方法

　　本件裁決申請書及びその添付書類並びに当収用委員会の現地調査の結果から判断して、起業者

が申請した土地の区域は、本事業に必要なものと認められるので、使用し、明け渡すべき土地の

区域とする。

　　また、土地の使用方法については、起業者の申請を相当と認め、主文のとおりとする。

第6　権利取得の時期及び明渡しの期限について

　　権利取得の時期及び明渡しの期限については、起業者の補償金の支払いに要する期間等を考慮して、主文のとおりとする。

よって、主文のとおり裁決する。
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